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第 6 次エネ基をどう理解し，どう捉え，どう前進するか?

How can Carbon Pricing (esp., ETS) contributes to Growth? 

1.  Addi@onal burden (esp., for some energy-intensive sectors)?

2.  New business opportunities? What are they?

3.  Which element(s) of the ETS will contribute?
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分析の主対象： 第6次エネルギー基本計画案（エネ基）
＋ 2030年エネルギー需給見通し

タイムフレーム： 2030年，2050年

行わないこと： 具体的個々の数値の是非の議論や，価値観の主張

考えること： 「エネ基＋2030年見通し」に関して… 
l その内容をどう理解できるか? 

l 2030年：全体の数量的把握＋数字の意味
l どういうメッセージを受け取れるか? 
l どのような視座で考えることが妥当だと考えられるか?
l → 日本政府や企業のネクストステップに関する提案

本Webinarの目的



3

2050年部分
(カーボンニュートラリティー)
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地球温暖化対策計画
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2050年グリーン成⻑戦略
(6/18)

分野横断的な
主要政策ツール
実⾏計画/⼯程表破線: エネルギー関連部分

カーボンニュートラリティーおよび 46%削減目標にともなう一連の主要政府文書の関係
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日本の 2030年目標 NDCのブレークダウン (2013, 2019, 2030)

463

238

208
224

106

82.3

30
21.4

39.1

384

193

159

206

89.3
79.2

28.4
19.8

55.4

-45.9

289

116

70

146

56
70

26.7 17.8 21.8

-47.7

-5

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

産業部⾨ 業務部⾨等 家庭部⾨ 運輸部⾨ エネ転換部⾨ ⾮エネCO2 CH4 N2O Fガス 吸収源 JCM

部⾨別のGHG排出量実績 (基準年, 直近年)とNDC⽬標 (2030年度)

基準年(2013) 2019年実績 2030⽬標・⽬安

–38%

–51%

–66%

–35%

–47%
–15%

–11% –17% –44%

JCM: 
1億トン/10年/2 で計算

エネ起源CO2 (89% of total GHGs in 2030)
2030年の部⾨別数値は⽬安
電⼒CO2は消費サイドに配分

2019年実績: –17%
2030年⽬標: –45%

–17%

–19%

–24%

–8%

–16%
–4%

–5% –7%

+42%

(Mt CO2e/yr)

吸収源: 
グロスネット計算⽅式採⽤

→ 基準年吸収量をゼロと⾒なす

Net Total:     1,408 (Mt CO2e/yr) 1,166 (Mt CO2e/yr) 760 (Mt CO2e/yr)

–52

国が決定する貢献
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パリ協定にまつわる目標設定の国内外のダイナミズム【背景】

本来なら... 
各国NDC
→ Global Stocktake
→ 5年ごとにNDC強化

実際は... 
カーボン中⽴宣⾔(2050/60)
→ NDC⽬標に backcast
→ ⾒合う⾏動計画/政策措置

⽇本は欧⽶+中国の
急速な動きを読めておらず
いま必死で追いかけて... 

※▶

年 国際的動き 国内の動き

2014 (10⽉) EU 2030年マイナス40%⽬標 (4⽉) 第4次エネ基(かなりの⾼成⻑が前提)

2015 (3⽉) EU INDC提出
(12⽉) パリ協定採択

(7⽉) 2030年エネ⾒通し(CO2の意識は強くない)
→ 2030年マイナス26%⽬標 → INDC提出

2016 (11⽉) パリ協定発効
(5⽉) 温対計画(INDCの実⾏計画)
(11⽉) パリ協定批准 (INDC→そのままNDCに)

2017

2018 (10⽉) IPCC 1.5℃特別報告書
(12⽉) パリ協定のルールブック採択

(7⽉) 第5次エネ基(⾒通し＝⻘写真は改定せず)
(2050年が意識に⼊ってくる)

2019 (12⽉) EU グリーンディール発表 カーボンニュートラル⽬的
→2020/6⽉採択

(6⽉) ⻑期戦略(マイナス80%ベース)

2020

(3⽉) EU ⻑期戦略
(6⽉) EU タクソノミー規則採択
(7⽉) ⽶国 バイデン⼤統領候補カーボンニュートラル宣⾔
(9⽉) 中国 2060年カーボンニュートラル宣⾔ & 新NDC
(12⽉)英国 2030年マイナス68%⽬標

EU 2030年マイナス55%⽬標

(3⽉) 改定NDC提出
(削減⽬標強化なし. その検討開始表明のみ)

(10⽉) 2050年カーボンニュートラル宣⾔

2021

(4⽉) ⽶国 2030年マイナス50–52%⽬標
英国 2035年マイナス78%⽬標

(7⽉) EU Fit-for-55 政策パッケージ法案

(4⽉) 2030年マイナス46%⽬標宣⾔
(6⽉) 2050年カーボンニュートラル グリーン成⻑戦略
(9⽉) 第6次エネ基＋2030年エネ需給⾒通し, 

温対計画改定, ⻑期戦略 案 現時点

2022 (9⽉) IPCC 第6次評価報告書セット完成(2021/8⽉–)

2023 (12⽉) 第1回グローバルストックテイク
(カーボンニュートラル評価→各国に野⼼引上圧⼒)

2024 各国 第1回隔年透明性報告書提出(NDC進捗評価) 第7次エネ基＋⾒通し︖ NDC改定︖(2035年︖)

2025 各国 NDC 2 提出(⽬標強化が期待されている)

エネルギー需要 一次エネルギー供給

（2013→2030）
経済成長 1.4%/年
人口 0.6%減

旅客輸送量 2%減

2013年度 2030年度 2030年度
（H27策定時）

省エネの野心的な深掘り
62百万kl程度

（対策前比▲18%程度）

電力
25%

熱
燃料等
75%

電力
28%程度

熱
燃料等
72%程度

280百万kl

363百万kl

熱
燃料等
72%
程度

電力
28%
程度

326百万kl

再エネ
13~14%程度

原子力
11~10%程度

天然ガス
18%程度

石炭
25%程度

石油
33%程度

2030年度 2030年度
（H27策定時）

再エネ
22~23%程度

原子力
9~10%程度
天然ガス
18%程度

石炭
19%程度

石油等
31%程度

水素・アンモニア
1%程度

430百万kl

489百万kl

自給率
30%程度

自給率
24.3%
程度

68
※ 再エネには、未活用エネルギーが含まれる
※ 自給率は総合エネルギー統計ベースでは31％程度、IEAベースでは30%程度となる
※ H27以降、総合エネルギー統計は改訂されており、2030年度推計の出発点としての2013年度実績値が異なるため、単純比較は出来ない点に留意

エネルギー需要・一次エネルギー供給
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[2030年エネルギー需給⾒通し] より



電力需要 電源構成

2013年度 2030年度 2030年度
（H27策定時）

省エネの野心的な深掘り
2,280億kWh程度
（対策前比▲21%程度）

9,896億kWh
8,640億kWh

程度

9,808億kWh
程度

2030年度 2030年度
（H27策定時）

10,650億kWh程度

22～24%
程度

3%程度

26%
程度

27%
程度

22～20%
程度

18%
程度

6%程度

37%
程度

32%
程度

7%程度

10,240億kWh程度

LNG

原子力

再エネ

石炭

石油等

36～38%
程度

水素・アンモニア
1%程度

20%
程度

20～22%
程度

非化石
24%
程度

非化石
59%
程度

化石
41%
程度

化石
76%
程度

2019年度
2%程度

19%
程度

非化石
44%
程度

化石
56%
程度

（2013→2030）
経済成長 1.4%/年
人口 0.6%減

旅客輸送量 2%減

70

9,340億kWh程度

電力需要・電源構成
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[2030年エネルギー需給⾒通し] より
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[1] 2030年エネルギー需給見通し：数量的な全体像の把握
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2. 第 6次エネ基をどう理解し，どう捉え，どう前進するか？ 

2.A. 2030年エネルギー需給を政府はどう考え，それをどう理解するか？ 

視点 A-1 要因分析による数量的な全体像把握［政府・⺠間対象］ 

2030 年エネルギー需給見通しは，後述するように，エネ基の「青写真」とも言えるものである．CO2排

出量の観点から部門別にブレークダウンした絵姿は，前出の図 2の左半分に示される． 

部門別では，家庭および業務部門に大きく依存し（2013 年比で半減以下），産業部門および運輸部
門の削減率が相対的に小さいことが見て取れる.11 なお，これらは「予測」というよりも，政府の「各部
門への期待度≒準目標」を表していることに注意されたい（政府は「目安」と称している）．産業部門と

エネルギー転換部門への期待の考え方は，後で EU と対比してみてみるとして，ここでは「エネルギ
ーCO2全体」を分析的に見てみよう（エネルギーCO2部分目標は 2013年比マイナス 45%である）． 

CO2排出量の年平均減少率は，2013–2030 年平均で，マイナス 3.5%/年12 と計算できる（絶対量で
はなく，年平均変化率で考える方が，比較分析を行うことが容易になる）． 

 

図 4:  2013–30 年の期間における年平均エネルギーCO2排出減少率に関する要因分析 

 
11 図 2でわかるように，NDC全体ではエネルギーCO2以外の部分の削減率が⼩さい．グロスネット⽅式でカウ
ントすることを選択した吸収源の寄与が⼤きく，これがエネルギーCO2以外の部分の⼩さな寄与を補償した構
造になっている．ちなみに吸収源としては，⾯積拡⼤傾向にやや鈍化が⾒える森林に⽐較して，農業⼟壌の寄
与の⼤きな拡⼤を期待しているところが特徴的となっている． 
12 (1 − 0.035)!" = 1 − 0.45 で確認できる． 

エ
ネ
転
換

活
動
量

CO2

+1.3%/年

GDP, 
工業生産量, 

業務床面積, 世帯数, 
人・km, ton・km

エ
ネ
消
費

–1.5%/年 –3.5%/年省
エ
ネ

–2.8%/年

–2.0%/年

(1–0.035)17 ≒ 1– 0.45

2013–2030年

GDPの「前提値」＝「期待
値」の影響が大きい．

COVID-19以降は +2.3%/
年を期待.

もしこれが +1.3%/年で
あったなら，1%/年分
省エネ＋エネ転換の

パフォーマンスが低くて
も目標達成が可能．

あるいは所期の省エネ

＋エネ転換のパフォーマ
ンスが出るなら，マイナ
ス55%削減目標に野心
向上可能.

《要因分析》
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グラフから言えること

l 2013年以降，「エネ消費量」と「CO2排出量」のトレンドは，旧⽬標より下がっていて，新⽬標の
トラックにほぼ乗っている．ただこれは，GDP成⻑率が想定よりかなり低い +0.7%/年 で推移してきた
影響が⼤きい．⾔い換えると，政策措置のパフォーマンスは想定を下回っている．

l 「エネルギー効率」の視点で⾒ると，リーマンショックや東⽇本⼤震災という⼤きな事象があったにもかかわ
らず，1999年からほぼ⼀貫して向上してきた．旧⽬標のパフォーマンスはほぼ達成し，2030年
新⽬標 (2019–30年平均で–3.1%/年継続) はチャレンジングであるものの，図からは，挽回はそれ
なりに⽬算が⽴つと⾔えそうである．

l 「エネルギー転換」の視点で⾒ると，歴史的には東⽇本⼤震災・原発事故の影響が如実に悪化という
形で表れていて，基準年の 2013年から下降 (向上) トレンドに⼊っている．旧⽬標の–0.9%/年を
わずかに上回った実績であるが (–1.2%/年)，新⽬標の–2.0%/年にはなお⼤きな隔たりがある．
新⽬標を達成するためには，化⽯エネルギー (とくに⽯炭) から再エネ/原⼦⼒ (および天然ガス) への
シフトを，2019–2030年平均で–2.4%/年で継続する必要がある．

l 「CO2削減への相対的寄与度」という点では， 2013年以降，エネルギー効率向上がエネルギー転換
の約2倍の寄与を⾏ってきた．2030年新⽬標達成に向けては，今後なおエネルギー効率向上の寄与
の⽅が⼤きいが，⼤きなチャンレンジを必要とするのは，むしろエネルギー転換の⽅である．

→ 【提案】 政策のパフォーマンスを明⽰する指標 (KPI) として，次期NDCにおいては，
総量⽬標だけでなく 「原単位⽬標も」設定してはどうか︖
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Long-Term Perspectives of Trends/Target of "GDP" (real); "Total Final Energy Consumption"; "Energy-CO2" 
(adjusted to CO2 for 1960, 1973, 1986, 1999, 2013)

Phase 1 Phase 2 Phase 3 Phase 4

GDP

GDP
GDP

GDP

CO2
CO2

CO2

CO2

TFC TFC TFC TFC

Energy-related CO2 is normalized as 100% for the value of 2013

+9.7%/yr

+3.7%/yr
+2.4%/yr

+1.3%/yr

+11.5%/yr +0.3%/yr +2.3%/yr
–0.4%/yr

+10.1%/yr
–0.3%/yr

+1.9%/yr

+0.7%/yr

GDP
+0.9%/yr

TFC
–1.5%/yr

CO2
–3.4%/yr

NDC target component
for final energy consumption

NDC target component
for energy-CO2 emissions

Assumed to be offset by LULUCF of NDC 2030 target level  →
(Other GHGs: assumed to be zero)     

Phase 5 Phase 6

▲
Base Year

(Normalization Year for Phase 5 & 6)

+0.7%/yr

–1.5%/yr

–2.7%/yr

NDC target assumption
for GDP

Linear Pathway to Carbon Netrality in 2050

GDP, エネ消費, CO2の超長期の推移と目標/展望 (1960–2050)
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Phase 1 Phase 2 Phase 3 Phase 4
GDP: +9.7%/yr GDP: +3.7%/yr GDP: +2.4%/yr GDP: +0.9%/yr

TFC/GDP: 
+1.7%/yr TFC/GDP: 

–3.2%/yr

TFC/GDP: –0.1%/yr

TFC/GDP: 
–1.3%/yr

CO2/TFC: 
–1.2%/yr

CO2/TFC: –0.6%/yr

CO2/TFC: –0.4%/yr CO2/TFC: +1.2%/yr

Base Year
(Normalization Year)

▼

Phase 5 Phase 6

Worse

Better

Crude Oil Import Price 
(CIF)

(real, yen-base)

TFC/GDP: Energy Efficiency of the Economy against GDP

CO2/TFC:  Carbon Intensity of the Energy Mix

TFC/GDP: 
–2.8%/yr

CO2/TFC:
–2.0%/yr

GDP: +1.3%/yr

1st Oil Crisis
(1973.10)
▼

2nd Oil Crisis
Energy Conservation Law enforced

(1979)
▼ Collapse of Oil Price

(1985.12)
▼

▲
Collapse of Bubbly Economy

(1991.3)

Global Financial Crisis
(2007)
▼

▲
East Japan Great Earth Quaake

Nuclear accident
(2011.3)

Energy Conservation Law strengthened
(1999)
▼

Kyoto Protocol adopted
(1997.12)
▼

GDP: +? %/yr

NDC target component
for energy efficiency

NDC target component
for carbon intensity

Assumed to be offset by LULUCF of NDC 2030 target level 
with other GHGs = 0, and TFC will be 50% of the 2013 level.

All indicators are normalized as 100% for the values of 2013

エネルギー原単位, CO2原単位, 原油輸入価格の超長期の推移と目標/展望 (1960–2050)
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[2] エネルギー需給見通しとはそもそも何？

2030年エネルギーミックスの「数字」に対するいままでのコメントの主要な点

• できがわるい…  数字に不満あり…
• 2030年のフィージビリティーに乏しい

例︓
• 再エネ導⼊量（多すぎる/少なすぎる）
• 原⼦⼒の稼働

そもそもエネルギー基本計画や
長期エネルギー需給見通しの数字に
どんな意味があるのだろうか？

「評価」の視点
l 価値判断(こうあって欲しい)
l 実現可能性(フィージビリティー)の判断

l コスト, スピード, 促進策の実現可能性
l 前提条件の置き⽅

14

(⻑期)エネルギー需給「⾒通し」 (しばしばエネルギーミックスと称される)

エネルギー政策の ⻘写真=設計図⾯ (エネルギー基本計画の数値表現) ≒ ⽬標 ≠ 予測
!

ある「べき」絵姿

従来はボトムアップ的積み上げの数字 → 全体⽬標値に合わせる
数字のでこぼこの意味 ＝ 政策の重点項⽬・期待項⽬を表現

(今回: 省エネ, PV, 原⼦⼒, 電化)

今回は…

エネルギー基本計画

–45%
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視点 A-2 2030年エネルギー需給⾒通しとは何か？［主として⺠間対象］ 

2050 年とは異なり，2030 年に関しては，エネルギー政策の数量表現であるエネルギー需給見通し
が，ユニークなものとして（プラン B などはなく）エネ基に付属するものとして発表された．エネ基本体
には 2ページ強の分量で限られた情報した記載されていないが，「2030年におけるエネルギー需給
の見通し（関連資料）」が，経済産業省の Web サイトに，エネ基本体と同時にアップされている.16 こ
のエネルギー需給見通しは，目標値である 2030年に 2013年比マイナス 46%（エネルギーCO2部分

はマイナス 45%）の数字に整合したものとなっている． 

ただ，この「需給に関する数字のセット」の内容に関しては，つじつま合わせであるとして，かなり批判

的な意見が各方面から多く呈されている．その理由の主たるものは，数字のリアリティーに疑義を呈

するもので，とくに原子力稼働と再エネ導入量を対象とした批判が多い． 

ここでは，この 2030 年エネルギー需給見通しの数字に，どのような意味があって，それをどう捉える
べきか？という点を考えてみよう． 

このようなエネルギー需給見通しは，以前は「長期エネルギー需給見通し」という名前で，エネルギー

基本計画という明文化したエネルギー政策の策定が行われるかなり以前から（1960 年代から），やは
り 3年程度の間隔で（通常は 1本．場合によっては 2本）作成されてきた．名前は「見通し」であるが，
実態は「エネルギー政策の数量的表現」すなわち「エネルギー政策の青写真＝設計図面（もしくは政

策目標値）」であって，当時のエネルギー政策に基づいた「あるべき絵姿」を表している． 

歴史的には，長期見通しの通りにエネルギー需給の実態が伴ったことはあまりなく，またその理由の

分析などが後で公式に行われたこともほとんどない（図 9は当時の「政策の意図」がよく現れている）. 

 

図 9:  ⼀次エネルギー供給に関する 2001 年までの⻑期エネルギー需給⾒通しと実態 

 
16 この「⾒通し」は，エネ基の「関連資料」という位置づけで，パブコメの対象から除外されているように思
われる．ただ，この⾒通しの数字の⽅が，エネ基本体より雄弁かつ具体的にエネ基の特徴を物語っている． 

数字のでこぼこの意味 ＝ 政策の重点項⽬・期待項⽬を表現
【(かなり)過去の⻑期エネルギー需給⾒通し】
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Trends of GDP (real); Total Final Energy Consumption; Energy-CO2 (adjusted to CO2 for 1960, 1973, 1986, 1999)

Phase 1 Phase 2 Phase 3 Phase 4

GDP

GDP GDP

GDP

CO2 CO2

CO2

CO2

TFC

TFC

TFC

TFC

Energy-related CO2 is normalized 100% for the value of 1999

+9.7%/yr

+3.7%/yr +2.4%/yr

+0.9%/yr

+11.5%/yr

+0.3%/yr

+2.3%/yr

–0.6%/yr

+10.1%/yr
–0.3%/yr

+1.9%/yr
+0.1%/yr

《 前ページの背景 》
日本の GDP, 最終エネ消費, CO2排出量の推移

8

基
準
年

過去(1967–2001年)の長期エネルギー需給見通し.
エネルギー政策でこうなって欲しい，という絵姿.

現実との差との分析は興味深い
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[3] 発電事業を自由化した現在における意味合いとは？
↑

⾃由化前は 電源開発計画などのベースとなった

現在では... 

計画経済的部分
l 各種促進政策（再エネ, 各種省エネ, 送電線増強, EV, … ）
l 保持政策（原⼦⼒ ← エネ基の中で⽭盾があるような書きぶり）
l 退出政策（低効率⽯炭⽕⼒） etc.

市場依存度の⾼い部分
l LNG⽕⼒稼働率（各種のバッファー）
l 粗鋼⽣産量
l エチレン⽣産量
l 再エネ導⼊量
l 電化の進展度合い
l EV普及率 etc.

検査依存度の⾼い部分（原発稼働率）

思った通り(⾒通しの数字)に
ならない可能性が⾼い... 

How can Carbon Pricing (esp., ETS) contributes to Growth? 

1.  Addi@onal burden (esp., for some energy-intensive sectors)?

2.  New business opportunities? What are they?

3.  Which element(s) of the ETS will contribute?

16

[4] 進捗評価→軌道修正のトリガーとしての意味

再エネ (18%→36~38%)
原⼦⼒ (6%→20~22%)
が難しくなると…

LNG⽕⼒ (37%→20%)×
1999     2030⾒通し

見通しの数字達成が難しく
なってくると…

【提案】
事前にマニュアル化︓

1. 各要素の強化策
2. Plan B (次期エネ基)

「カーボンニュートラル・トップリーグ(仮称)」構想の但し書き︓
「⼀⽅，企業の⾃主的な取組を尊重しつつ，国の削減⽬標との関係で産業界の取組の進捗が芳しくない場合は，
政府によるプライシング導⼊も検討することができる枠組みとすることも検討する」
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[5] 産業部門の取組に関して
EU の CBAM (Carbon Border Adjustment Mechanism)
⽇本は 「被害を受ける側」︖ それとも「EUといっしょに中国などを牽制する側」︖

事実からの懸念
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視点 A-5 産業界の努⼒の評価［政府・⺠間対象］ 

現在，EUは国境炭素調整メカニズム(Carbon Boarder Adjustment Mechanism; CBAM)導入を計画し
ている．これは，EU が，EU 域内企業に対し，域外企業との競争の公平性を保障するための措置と
なることを企図している． 

日本もかねてから（途上国企業との競争という点で）主張してきた点であるが，現在逆に，日本が EU
から同じロジックでの非関税障壁を設けられかねないという懸念が生じている．世界でももっとも省エ

ネの努力とパフォーマンスの高い国である日本が…と日本人は思いがちであるが，EU の目から見て
もそうであろうか？EU並みの努力を行っていると見なせるであろうか？という点を考えてみよう． 

たとえば，経済産業省の「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等に関する

研究会」の中間整理 19において，報告書は下図をもとに，「エネルギー価格」が国際的に見ても高い

水準であることを主張している． 

 

図 10:  ⽇本のエネルギー価格の⽔準（2019 年） 

ただ，この図は，「日本のエネルギー課税水準
．．．．

は EU諸国並みかより低い」（逆に本体価格が高い）と
いうことも示している．また，EU の産業界には，日本が頑なに拒否してきた排出権取引制度の排出
権価格が上乗せされる（排出権価格は，マイナス 55%へ目標も引き上げとともに，かつてない 60 ユ
ーロ/tCO2を超えたレンジに突入している）．政策努力指標≒エネルギー課税＋排出権価格の大きさ 
と考えるなら，EU より政策努力不足と見なされても不思議ではない． 

また，「長期戦略案」においては，下図を根拠に，「エネルギー多消費産業を中心にエネルギー効率

は極めて高い」と結論づけている．これははなはだ不適切で，このグラフから読み取れるのは，「日本

の製造業は 1990 年頃から 30 年間，エネルギー消費原単位は向上していない」という結論でしかな
い．このグラフから日本の製造業のエネルギー効率の高さを主張することはできない.20 

 
20 ここでは，実際にエネルギー効率を EUと⽐較して⾼いかどうかは，議論していない．ただ，政府内にこの
ような「⽇本でのみ通⽤する思い込み」があるという例⽰として⽰した． 

13 
 

なお、産業界や消費者等の行動を左右するエネルギー価格（本体価格＋炭素税＋エネルギー税

等＋FIT賦課金等）について、各国と比較すると、日本のエネルギー価格は国際的に見ても高い

水準であり、追加的なカーボンプライシング施策はエネルギーコストへの影響を勘案する必要

がある。ただし、日本における上記のエネルギー価格は、必ずしも炭素比例での負担となってお

らず、諸外国から見ても、炭素排出に対して適切なコストを払っていると理解されないという声

があることにも留意する必要がある。 

 

（図２－５）我が国の現在のエネルギーコスト（国際比較） 

 

（出所：世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研

究会（第２回）資料３より抜粋） 

 

また、同様に炭素税を導入する国においても、税負担が全体として過度にならないようにとの

視点で、エネルギー本体価格やエネルギー諸税を考慮しながら炭素税の水準を適切にバランス

している。 

例えば、スイスでは、道路運輸以外の部門において OECD諸国の中で最も炭素税が高いが、道

路運輸部門では炭素税が存在していない。また、スウェーデンにおいては、炭素税は日本よりも

非常に高いが、燃料税は日本よりも低い。図２－６にもある通り、各国で炭素税・燃料税の負担

割合は異なっており、それぞれの国情を考慮した制度となっている。 
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図 11:  ⽇本の製造業のエネルギー消費原単位の推移 

今回のエネ基に基づいて，EUの考え方と比較してみよう．図12は，産業＋エネルギー転換部門が，
全体の削減目標に比較して，どの程度の寄与（責任）を期待されているか？を表している． 

直近の目標の場合，EU は全体では 51%削減であるが，排出権取引制度でカバーされる ETS 部分
（ほぼエネルギー転換＋産業部門）に 61%の削減を担わせている（排出総枠＝キャップは規制で厳
密であるため，この部分の削減は「担保」できる）．一方で日本は，全体で 46%削減であるが，エネ転
換＋産業部門には，39%と，全体より小さな削減率しか期待していない（またその削減量は担保され
ていない）（部門別削減率は図 2参照）．この真逆の考え方の是非を議論することはしないが，EU か
ら見れば，日本は産業部門を優遇していると判断されても仕方がないであろう． 

 

図 12:  EU と⽇本の「産業＋エネルギー転換部⾨」の排出削減⽬標全体への寄与度⽐較 
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電は、それまでのエネルギーインフラにも国民生活・経済活動へのリスクとなる1 

脆弱性がある点を再認識させた。 2 

これらを踏まえれば、エネルギー政策の基本的視点であるＳ＋3E8を踏まえた3 

エネルギー基本計画9に基づき施策を進めていくことが重要である。そして、最4 

終到達点として脱炭素社会の実現を目指していくことが重要である。 5 

 6 

図２  国産と輸入原油供給量の推移 7 

 8 

図３ 製造業のエネルギー消費原単位の推移 9 

 10 

                                                   
8 安全性（Safety）を前提とした上で、エネルギーの安定供給（Energy Security）を第一とし、
経済効率性の向上（Economic Efficiency）による低コストでのエネルギー供給を実現し、同
時に、環境への適合（Environment）を図ること。 

9 第６次「エネルギー基本計画」は●年●月●日に閣議決定。 
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[Note] EU全体⽬標の基準年は1990年．EU ETSを議論するときは，開始年の2005年を基準にとる．

全GHG中の⽐率:  48%       52%
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• エネ価格は⾼めだが，カーボンプライシングは低い (また否定的)
• 30年間 製造業の(IIPあたり)効率原単位が向上していない
• 国全体に削減率(–46%)に⽐較して，

産業＋エネ転換部⾨の削減率が低い(–39%)
• EU: 全体(–51%), ETS (–61%), EUA>€60/tCO2

思い込みが…

⽇本の産業⽤エネルギー消費のIIPあたり原単位

EUと⽇本の産業・エネ転換部⾨の役割(⽬標⽔準)

How can Carbon Pricing (esp., ETS) contributes to Growth? 

1.  Addi@onal burden (esp., for some energy-intensive sectors)?

2.  New business opportunities? What are they?

3.  Which element(s) of the ETS will contribute?
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[6] 2050年カーボンニュートラリティーに向けた視点

• 現時点では具体的な将来の「⾒通し」の数字が挙げられていない

• 複数シナリオ分析の重要性（今後の政府対応へのサジェスチョン）
• シナリオの作り⽅・分析の仕⽅/使い⽅の⽅法論が必要 (otherwise 場当たり的)
• ロバストな（少々想定が異なっても正しいと思われる）結論の抽出
• 可能性も⾒つけ，さらに追求するためのツール
• 想定外のことが起きたときの対応⽅法
• 岐路にたったときの判断基準の検討

• 例︓ コスト以外の価値判断（エネルギー⾃給，…）

• リスクの視点（政府・企業へのサジェスチョン）
• 基礎的な前提が成り⽴たなくなった場合の対応⽅法や Plan B を考えておく

• 例︓ 海外からの安価な⽔素（由来燃料）が，安定かつ⼤量に⼊⼿できる
⾒込みが⽴たない

• 例︓ 技術開発ロードマップが⼤幅遅れ or 破綻…
• 例︓ CCS候補地が⾮常に限定的
• 例︓ CCU による合成燃料の原料CO2が⼊⼿できない（天然ガス由来: ×）

【提案】
泥縄では困る

事前にマニュアル
化しておくべき
意思決定のトリ
ガーの事前検討

【提案】
シナリオ作成/
分析の⽅法論
の検討・⽤意
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するタイプ（合成燃料など）は，その中の H 分がグリーン水素でない限り，CO2削減効果は

ない28（なぜかこれが認識されていないようである．気がついたときにどうするのであろうか）． 

(6) 自動車の未来像を示す CASE (connected/autonomous/shared/electric)に対する親和性だけ
でなく，多機能やソフト更新などのスマホ化，低速トルクの大きさや細かな制御などの乗り心

地，ガソリンスタンドに行く必要がない利便性，電力系統安定化寄与による資産運用，災害

時における非常用電源などの点から，EU 政策案（2035 年に内燃機関車を販売できなくな
る）のような規制がなくとも，消費者が EV を先行する理由がある．過去，魅力的な電化製品
は 10年程度で 5%→90%程度の普及速度を持つ． 

(7) 日本はエネルギー価格は比較的高いが，税率は低い．産業部門の削減率が低い（前述）． 

これらは単純ではなく，カーボンニュートラルを実現した世界だけでなく，そこに至るトランジション・ス

テージにおける暫定的な利用という側面もある．たとえば水素供給という面で，欧州でも再エネ不足

の状態で，再エネからのグリーン水素製造はほとんど行われていない．ただ需要創出という点から，

暫定的に天然ガスや石炭系を分解した水素を使うということを行うこともできる（可能なら，分解後の

炭素を CCS で貯留すればカーボンニュートラル水素とできる）．日本の 2030 年の電源シェアの 1%
を占めるとされる水素・アンモニア発電が，どのような水素供給を考えているか，現時点では不透明

である． 

もちろん，これらには，マイナス面だけでなく，プラスの面もある．あるいは，適切に軌道修正やリスク

管理を行うことで，マイナスをプラスに転ずることも可能であろう． 

「保守性」と「革新性」という視点で政府政策を検討してみるということも新しい視座が得られる． 

技術のアプリケーション ⽇本政府の現在のスタンス 別のスタンス 

既存インフラの活⽤ 
(⽕⼒発電, ⼯場熱利⽤, ...) 

利⽤にかなり積極的 
(従来技術の応⽤) 

新技術にリプレースを重視 

燃料 
・ 

利⽤ 

商⽤化新技術 
(VRE, EV, 電池,...) 

普及に保守的 積極的活⽤・拡⼤を⽬指す 

未完成技術 
(⽔素, CCUS, ...) 

⾮常に⼤きな期待 まずは商⽤化された技術を普及 

表 2:  技術に関する考え⽅の差異 

【プロポーザル】 

政府としても，民間企業としても，リスクヘッジとして，「思惑(Plan A)通り」に行かない可能性を想定

し，Plan B や C を用意し，タイムリーに主軌道の再構築を行う準備を行っておくことが重要となる． 

そのためにも，「何（指標とそのレベル）を大幅な方針転換のトリガーとするか？」という意思決定の

方法を，事前に考えておくことも大切であろう． 

 
28 https://energy-shift.com/news/822d9005-d9e2-499a-b6a6-3ca9bd3fc332.  

⽇本政府の技術に対するスタンス

電気分解 燃料電池
各種エンド
ユース

(V)RE発電

⼆次エネルギー系

CCU
化⽯燃料発電

⼀
次
エ
ネ
ル
ギ
'
源

原⼦⼒発電

CCS

カ
"
ボ
ン
ニ
&
"
ト
ラ
ル
電
⼒ 合成

燃料捕捉
CO2

カーボンニュートラル炭素源

電⼒系

⽔素系

バイオマス

輸⼊⽔素系燃料

従来型バイオ液体燃料

含 NH3

電力価格＜水素価格！

（エネルギー１単位あたり）

水素が電力からつくられるなら…

水素の競合は他燃料ではない…

水素の競合は電気

< アンモニア, 合成燃料

カーボンニュートラル達成時のエネルギーシステム概念図
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メッセージ・プロポーザル

軌道修正・方向転換の「あり方」（含 Plan B）を
前もって用意しておくようにする

ある種の思い込みを排し，論理的で合理的な
考え方に基づいた判断が「できる」仕組みの構築

第三者独⽴評価機関による「科学的レビューメカニズム」も

全体的な政策パフォーマンス評価指標
（エネ原単位, CO2原単位）にも目標設定＋PDCAサイクル化を
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エネ基案＋2030年エネ需給見通し
h5ps://www.enecho.me?.go.jp/commi5ee/council/basic_policy_subcommi5ee/opinion/public.html

2050年カーボンニュートラルグリーン成長戦略
h5ps://www.me?.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html

【パブリックコメント】

第6次エネルギー基本計画案
h"ps://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620221018&Mode=0

地球温暖化対策計画案
h"ps://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195210032&Mode=0

NDC (国が決定する貢献) 案
h"ps://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195210033&Mode=0

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略案
h"ps://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195210034&Mode=0

ぜひこれらの文書を読んで
あなたのコメントを出しましょう !

今回のWebinarの内容をより詳細に論じたペーパーも近⽇リリース予定．


